
「環境モデル都市」のイメージ

「環境モデル都市」について

環境モデル都市として、13都市を選定

○ 第169回国会における福田内閣総理大臣施政方針演説（平成20年1月18日）を受け、
平成20年4月11日から5月21日まで募集し、多様な都市・地域から82件（89団体）の応募あり

経 緯

○ 各環境モデル都市は、目標達成に向けた具体の行動計画（ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ）公表（平成21年４月）

コンパクトシティ化、交通体系の整備、居住スタイルの変革、

再生可能エネルギー普及、森林の保全と活用 など

地域において、ライフスタイルやビジネススタイルの転換など

社会変革に向けたうねりを起こし、地域の活力を創出

都市内で統合的に実現

大 都 市 北九州市、京都市、堺市、横浜市

飯田市、帯広市、富山市、豊田市

下川町、水俣市、宮古島市、檮原町

地方中心都市

小規模市町村

千代田区東京特別区

ゆすはら

概 要
○ 我が国を低炭素社会に転換していくため、温室効果ガスの大幅削減など高い目標を掲げて先駆的な取組に

チャレンジする都市を「環境モデル都市」として選定・支援し、未来の低炭素都市像を提示
※環境モデル都市選定の視点・基準 ①大幅な削減目標、②先導性・モデル性、③地域に適応、④実現可能性、⑤取組が持続的

○ 地域資源を 大限に活用し、低炭素化と持続的発展を両立する地域モデルの実現を先導

○ 高い目標を掲げて先駆的な取組にチャレンジする都市・地域として政府が認定するものであり、政府として国内外に広くＰＲし

ていくことで都市の認知度・イメージアップを図る。

○ 国は計画に対する毎年のフォローアップ時に、有識者による専門的知見にもとづいたアドバイス等の支援を行う。

（総理大臣決裁で選定）



既存の環境モデル都市における主な取組

次世代エネルギーとモビリティを活用した低炭素まちづくり
・生活者の行動動線に沿ったエネルギー・交通の 適化
・低炭素なまちや暮らしを体験できる「低炭素社会モデル地区」

檮原町
3,900人

省エネ型都市づくり、エネルギー効率向上
・中小ビル省エネ化
・地域冷暖房施設の高度化、生グリーン電力の
導入

木質バイオマス地域循環モデル事業
・木質ペレット生産等による循環型森林経営
・風力発電を2050年度までに40基設置

島嶼型低炭素社会システム・「エコアイランド宮古島」
・宮古島市島嶼型スマートコミュニティ実証事業
・サトウキビ等による自給自足のエネルギー供給
・太陽と市民のエネルギーを活用したエコアクション

人が主役の魅力あるまちづくり、 「地域力」を活かした低炭素化活動
・四条通の歩道拡幅と公共交通優先化等
・京町家の知恵と現代的な技術を融合した「平成の京町家」の普及促進
・地域ぐるみの力を活かした「ｴｺ学区」事業等、ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ転換の推進

下川町
3,700人

北の森林共生低炭素モデル社会・下川
・育ちの早いヤナギで炭素固定。燃料に活用。
・森林バイオマスを活用した地域熱供給施設導入。

富山市コンパクトシティ戦略によるCO2削
減計画
・路面電車ネットワーク
・公共交通沿線への住み替え誘導

「快適な暮らし」と「まちの賑い」が持続する低炭素都市

・堺太陽光発電所（10ＭＷ）、まちなかソーラー発電所
・堺エコロジー大学の運営・晴美台エコモデルタウンの創出
・地場産業である自転車を活かしたコミュニティサイクル

アジアの環境フロンティア都市・北九州市
・賢くエネルギーを使いこなす次世代のまちづくり
「スマートコミュニティ」
・「低炭素」「自然共生」「資源循環」の３要素が揃った
環境拠点

田園環境モデル都市・おびひろ
・市民から回収した廃食用油からのバイオディーゼ
ル燃料精製

・エコフィード等による家畜飼料自給率の向上
・不耕起栽培

横浜スマートシティプロジェクトの展開
・地域エネルギーマネジメントシステムの導入
・ＥＶの大量導入、充放電ＥＶを用いたエネルギー
マネジメントシステムの導入

水俣市
2.7万人

市民参加による自然エネルギー導入、低炭素街づくり
・公民協働による太陽光市民共同発電の推進
・地域内エネルギーグリッドの推進

環境と経済の調和した持続可能な小規模自
治体モデルの提案
・市民協働による環境のまちづくり
・ごみの24分別、高品質リサイクル
・竹等のバイオ燃料化

ゆすはら

京都市
147万人

帯広市
17万人

北九州市
99万人

堺市
84万人

豊田市

42万人

飯田市
11万人

千代田区
4.8万人

富山市
42万人

横浜市

370万人

宮古島市
5.5万人



環境モデル都市の追加選定について（案）
１．背景

○現在選定されているのは13都市（平成20年度選定）
○東日本大震災以後、エネルギー問題がクローズアップされる中、環境モデル都市が進める低炭素都市づくりの取組を全国

に一層普及させることが求められるようになった。
○環境未来都市は環境モデル都市等から選定することとしており、環境モデル都市を拡大することは、「環境未来都市」構想

の推進にもつながることから公募することとなった。
○既存都市と同水準の提案内容の都市を、複数回に分けて30都市程度追加選定する予定。
○既存の13都市を含め最大で40～50都市程度とする。

○ 温室効果ガス排出の大幅な削減など高い目標を掲げて
先駆的な取組にチャレンジする提案であるか

○ 先導性・モデル性に優れているか
○ 地域に適応した取組であるか
○ 取組の円滑かつ確実な実施が見込まれ、実現可能性が高いか
○ 取組の持続的な展開が期待できるか

２．選定基準
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３．スケジュール
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